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平成２６年度 地域ケアプラザ事業計画書 

１ 施設名  

  横浜市下田地域ケアプラザ   

２ 事業計画  

今年度、地域ケアプラザの管理運営をどのようにおこなっていくのか、具体的に記載  
してください。  

 
地域の現状と課題について  
 

港北区内でも広い面積と多くの人口を抱える日吉地区を対象エリアとしており、若

い世代から高齢世代まで、幅広い対象者を抱える地区でもあります。さらに学生も多

いことから、非常に転入転出も多く、地域との関わりを持ちながら各世代が交流する

機会や場は少ない現状があります。老老介護・認知症介護など、「見守りが必要な世帯」

が増加していますが担い手が十分ではありません。  
長年地域を支えてきたボランティア活動について、従前と変わらず世代交代が進ま

ず、高齢化と担い手不足で活動に困難が生じています。よって、既存の活動と現状の

課題とを結びつけ、解決するために必要な、新たな人材の発掘育成が急務であると感

じています。  
さらに自治会町内会においても会長クラスの方々の世代交代が進んでおり、今まで

培われてきた地域の仕組みの継承がスムーズな地区と、新たな展開に悩みを抱えてい

る地区や団体が存在します。地域福祉の専門機関として、現状の地域課題を整理・提

示しつつ、地域住民の手で解決可能な課題については積極的に行動を起こしていただ

けるよう支援する必要があります。  
第２期地域福祉保健計画推進の中で立ち上がった、地域資源の継続運営に対する支

援が必要です。また前年に荒天により中止となった「多世代交流イベント（下田町）」

を今年は無事に開催に至るよう参画する予定です。  
 

 

施設の適正な管理について  

 

 

ア  施設の維持管理について  
 

施設の保守管理および環境維持を定期的・日常的に実施し、公共の財産を良好な状

態に維持するよう、適切な管理に努めます。  
 また、建築物・設備の破損・汚損に対する予防保全に努め、破損・汚損を発見した

場合は速やかに回復または保全の措置を行います。  
 経年劣化への対応として、浴室系統給湯器の更新を予定しています。  
 

イ  効率的な運営への取組について  
 

業務を不断に見直すことで、ムリ・ムラ・ムダを省いた運営を進めます。その他経

費節減のため、業務委託契約等について、法人の規程に基づき、見積り合わせや入札

の実施を徹底します。  
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カ  個人情報保護の体制及び取組について  
 

法令および法人の個人情報保護規程に基づいて適切に対応するとともに、内部の諸

会議等の機会を活用して、随時、職員の意識啓発に努めます。  
 

 

 

 

ウ  苦情受付体制について  
 

法人に苦情解決調整委員会およびその第三者委員が設置されているため、体制は整

っています。今後も、要望・苦情に対し適切に対応するとともに、アンケート等を通

じ、利用者の要望等を汲み上げていきます。  
 

エ  緊急時（防犯・防災・その他）の体制及び対応について  
 
 防犯・防災、その他緊急事態対処のため、マニュアル・チェックリスト等を活用す

るとともに、定例の内部会議等で随時職員を指導し、意識の喚起に努めます。  
 防災訓練を２回以上実施します。防災備蓄の入れ替え等を、必要に応じて行います。 
 

オ  事故防止への取組について  
 

日々、ヒヤリハットも含めて職員間で情報を共有し、月例の部門別会議や事故防止

委員会で復習・対策検討するなどして、事故防止に努めます。  
 

キ  情報公開への取組について  
 

法人・施設広報紙や、運営協議会において、地域への情報公開に努めます。また、

介護サービス情報の公表、事業報告・計画の区役所ＨＰでの公表等、所定の制度に対

応します。  
 

ク  環境等への配慮及び取組について  
 

横浜市のごみ減量化・資源化の取り組みに積極的に対応します。省エネルギーに関

しても、当施設の建物には、夜間電力利用や熱交換のシステム、センサー水栓等が設

置されているので、それらを適切に活用し、また、日常業務を不断に見直す中でムダ

を省いていきます。  
 ボランティアの協力で、引き続き、施設緑化に取り組み、そのためのボランティア

活動支援に力を注ぎます。  
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介護保険事業 

● 介護予防支援事業  

 
≪職員体制≫  

看護師   １人  
  社会福祉士 １人  
  主任ケアマネジャー １人  
  ケアマネジャー   ３人（常勤兼務１・非常勤２）  
 
≪目標≫  

「二次予防対象者」の介護予防ケアマネジメントと同じく、サービス利用者が、

いつまでにどのような生活行為ができるようにするのか具体的な目標を明確にし

つつ、総合的かつ効果的な支援計画を作成するとともに、介護予防サービスの提供

を確保し、目標達成状況に応じて計画の必要な見直しを行います。このサイクルに

より「二次予防対象者」から要支援者に至るまでの連続的で一貫したケアマネジメ

ントを実現します。  
  その際には、医療サービスとの連携に充分配慮します。また、インフォーマルサ

ービスの情報を積極的に取り入れ、介護予防サービス計画に反映させます。  
 
≪実費負担（徴収する場合は項目ごとに記載）≫  
 ●なし  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  

介護予防支援業務専従のケアマネジャーが、他の職種と連携を取りながら、中心

になって進めます。  
  介護保険サービスに偏らず、インフォーマルサービスの併用をお勧めしていま

す。  
 
≪利用者目標≫  

【単位：人】  
 
 
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

248 250 252 254 256 258 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  

260 262 264 266 268 270 
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● 居宅介護支援事業  

 
≪職員体制≫  
  介護支援専門員 ４人（常勤専従２・常勤兼務２）  
 
≪目標≫  
  利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者が自立した日常

生活を営むことができることを目標として、居宅サービス計画を作成し、サービス

を総合的かつ効率的に提供するための連絡調整を行います。  
 
≪実費負担（徴収する場合は項目ごとに記載）≫  
 ●なし  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  
  ケアマネジャーは全員、資格更新を終えたベテランです。  
 
≪利用者目標≫  

【単位：人】  
 
 
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

95 95 95 95 95 95 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  

95 95 95 95 95 95 
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● 通所介護事業  

≪提供するサービス内容≫  
 ●通所介護  
 ●送迎・入浴・食事・レクリエーション・リハビリ等  
 
≪実費負担（徴収する項目ごとに記載）≫  

●１割負担分（サービス提供体制加算Ⅱを含む）  
（要介護１）    ７３９円／回  
（要介護２）    ８６８  
（要介護３）   １００２  

  （要介護４）   １１３６  
  （要介護５）   １２６８  
 ●入浴加算１割負担分   ５３円／回  

●食費負担   ７５０円／食  
●通常の事業実施地域を越えて送迎を行う場合の交通費  

越えて１ｋｍ（道程）まで片道  ４００円  
   ２ｋｍまで  ６００円  
   ４ｋｍまで  ８００円  
   ４ｋｍ超  １０００円  

●特別な行事等に係る経費については、事前に説明した上で、希望者にご負担いた

だきます。  
 
≪事業実施日数≫ 週７日 

 

≪提供時間≫   9:15～16:20 

 

≪職員体制≫ 

  生活相談員兼介護職員 ５人    看護職員  ３人  
  介護職員    １４人      運転手   ７人  
 
≪目標≫  
  利用者が自立した日常生活を営むことおよび利用者の家族の負担を軽減すること

を目標に、利用者の心身の特性を踏まえ、その能力に応じて、入浴・排泄・食事等

の介護等を行うとともに、機能訓練を実施します。また、利用者の家族に対し、必

要に応じて、介護方法等について助言します。  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  

和やかでのんびりした雰囲気です。楽しみながら長く通っていただくことが、要

介護状態の維持（悪化防止）につながると考えています。  
季節の行事、寿司バイキング・松花堂弁当等の特別メニューをご提供します。  

 
≪利用者目標（延べ人数）≫  
※ 単位は省略してください。               【単位：人】  
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

710 720 700 710 710 700 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  

710 700 690 690 690 710 
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● 介護予防通所介護事業  

≪提供するサービス内容≫  
 ●介護予防通所介護  
 ●送迎・入浴・食事・レクリエーション・リハビリ等  
 
≪実費負担（徴収する項目ごとに記載）≫  

●基本料１割負担分（サービス提供体制加算Ⅱを含む）  
（要支援１）   ２２５６円／月  
（要支援２）   ４５１６  

 ●運動器機能向上加算１割負担分   ２３８円／月  
●食費負担   ７５０円／食  
●通常の事業実施地域を越えて送迎を行う場合の交通費  

越えて１ｋｍ（道程）まで片道  ４００円  
   ２ｋｍまで  ６００円  
   ４ｋｍまで  ８００円  
   ４ｋｍ超  １０００円  

●特別な行事等に係る経費については、事前に説明した上で、希望者にご負担いた

だきます。  
  
≪事業実施日数≫ 週７日  
 
≪提供時間≫   9:15～16:20 

 
≪職員体制≫  
  生活相談員兼介護職員 ５人    看護職員  ３人  
  介護職員   １４人       運転手   ７人  
 
≪目標≫  

利用者が自立した日常生活を営むことおよび利用者の家族の負担を軽減すること

を目標に、利用者の心身の特性を踏まえ、その能力に応じて、入浴・排泄・食事等

の介護等を行うとともに、機能訓練を実施します。また、利用者の家族に対し、必

要に応じて、介護方法等について助言します。  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  
  和やかでのんびりした雰囲気です。楽しみながら長く通っていただくことが、要

支援状態の維持改善につながると考えています。  
季節の行事、寿司バイキング・松花堂弁当等の特別メニューをご提供します。  

 
≪利用者目標（契約者数）≫  

【単位：人】  
 
 
 
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

20 20 21 21 22 22 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  

23 23 24 24 25 25 
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以下、地域ケアプラザ事業実施評価との共通部分  

地域ケアプラザ 

 
２ 地域活動交流部門・地域包括支援センターの連携  
 

例年同様に、地域活動交流・包括協働で多くの自主事業（自立高齢者ミニデイ・独

居高齢者食事会等）を開催します。また事業のみならず、自主グループ支援（転骨Ｏ

Ｂ会・認知症予防ＯＢ会・元気シニアＯＢ会）に関しても、綿密なミーティングを通

しての情報交換や各団体への情報提供を行います。さらにはどの団体も設立後１０年

以上経過し、多くの課題が発生しています。その各々の課題に対してアプローチ・ア

ドバイス出来るよう相談調整を行います。 

また、地区社協ボランティア会の定例会やボランティア会主催のお茶飲みサロン等

に共に参加し、地域情報の収集や参加者への情報提供を共に行います。 

 
 

３ 職員体制・育成  
 

それぞれの事業の人員基準を充足、または超えて、職員を配置しています。  
●所長：常勤１人  
●地域活動交流：常勤 １人（コーディネーター）  
        非常勤４人（サブコーディネーター）  
●地域包括支援センター：常勤 ４人（社会福祉士・看護師・主任ケアマネジャー・

ケアマネジャー（兼務））  
            非常勤２人（ケアマネジャー）  
●通所介護：常勤  ５人（生活相談員兼介護職員）  
      非常勤２４人（看護職員・介護職員・運転手） ＊厨房は委託  
●居宅介護支援：常勤３人（ケアマネジャー うち１名兼務）  
●事務：常勤１人・非常勤１人  
 
 どの事業についても、外部研修へ積極的に派遣するとともに、同法人のケアプラザ

との定例連絡会議等を活用して、制度・法規の確認や相互研鑽を不断に行います。  
 

 

１ 総合相談（高齢者・こども・障がい分野への対応）  
 

高齢者分野に関しては、地域活動交流と地域包括支援センターとの情報交換や共催

事業を通して、要援護高齢者のニーズと地域資源（人材・取り組み）との結び付けを

行います。  
 子育て・児童分野、障がい児者分野に関しては、地域活動交流部門が中心になり、

区事業の「赤ちゃん会」「子育て支援者相談」「こうほくなつとも」や自主事業「子育

てサロンすてっぷ」「パパの育児教室（区共催）」「親子学級イルカ」「こうほくからふ

る」の場を通して、情報収集やニーズ把握、新規事業の展開を行います。「第１次相

談機関」として、参加者がちょっとしたことでも相談し易い環境をつくることに努め

ます。  
また地域の専門機関（小中学校・地域生活支援センター等）との連携を図り、個別

ニーズへの調整も行います。  
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４ 地域福祉のネットワーク構築  
 

区役所・区社協との連携はもとより、地域福祉保健計画推進の中心を担う「日吉地

区社会福祉協議会」の活動に主体的に関与し、地区社協の下に集う各種団体の諸活動

から連携が生まれるよう助言等を行います。また地区社協主催の福祉実践活動発表会

「光と活力」の開催にも積極的に関わります。  
旧「福祉のまち日吉ネットワーク会議」の各分科会の活動にも積極的な関与を継続

し、相互交流が図れるよう各種提案を行います。  
地区民生委員児童委員協議会会合・地区社協ボランティア部会への参加、地域ケア

カンファレンス（包括的継続的ケアマネジメント支援のひとつ）の主催、その他の定

期・不定期の活動を通じ、地域の関係機関・団体との連携を維持・充実します。  
 各町地区地域ケア連絡会の情報交換が積極的に行われるよう、働きかけを行います。 
 介護予防活動サークル連絡会・ボランティア懇談会等を通じて、活動団体どうしの

つながりを充実させます。  
また、諸団体との情報交換を基に、各団体同士の交流が活発化するよう、ニーズ等

の調整を行います。  
 

 
５ 区行政との協働  
 

区の運営方針や重要課題に沿って、定例の会議や随時の連絡で区と協働しながら取

り組みます。今年度も引き続き、こうほくなつとも（障がい児）・パパの育児教室（子

育て）等を区と共催するとともに、地域人材とも協力しながら元気づくりステーショ

ン（高齢者）の継続的実施を進めていきます。  
日吉地区地域福祉保健計画の推進を、区役所・区社協と協働で支援します。  

 

 

地域活動交流部門 

１ 福祉保健活動等に関する情報収集及び情報提供  
 

地域福祉のネットワークや相談業務、ケアプラザ事業参加者へのアンケート等を通

して課題を把握するとともに、貸館利用団体や地域のインフォーマル活動については、

日々の利用・活動時に日常的なヒアリングを行い、活動や参加者・利用者の現状確認

を行います。  
広報紙を毎月平均約３５００部発行、各事業チラシを随時発行し、自治会町内会の

班回覧や、関係機関窓口での配布、ケアプラザ独自のＰＲボックスを活用して、さま

ざまな情報を地域に周知します。  
また、地域ケア連絡会発行の広報紙に福祉マップを掲載し、年２回日吉地区内の自

治会町内会員への全戸配布にて周知します。さらに法人ＨＰやケアプラザブログ、市

のＨＰ、近隣自治会町内会ＨＰへの情報掲載を行い、内容を随時更新します。  
 

 
 
 
 
 
 
 



  

- 9 - 

２ 福祉保健活動団体等が活動する場の提供  
 

地区内での定期的な地域福祉保健活動を行う諸団体には、より優先的に貸館確保を

行います。  
 既に貸館を利用している団体が、福祉保健活動をしている実感がもてるよう、貸館

利用団体と共催できる企画を実施していきます。  
 さらに、利用率の少ない部屋や時間帯の継続利用に発展するような地域の福祉保健

団体の発掘を心がけます。  
 

 
３ 自主企画事業  
 

高齢者分野に関しては、今まで作り上げてきた「介護予防自主グループ」において、

活動継続に支障をきたす事情が多くの団体で表面化してきています（メンバーの高齢

化による、会合参加への困難・メンバーの減少・各種手続きの負担増・指導者のリタ

イア等々）。活動が継続できるよう、様々な原因へのアプローチを、地域包括支援セン

ターとともに行います。 

子育て分野に関しては、サロン等フリースペースの需要は相変わらず高くなってい

ます。継続した場の確保やパパが育児参加を楽しめる講座の開催、平成２３年度より

開催し好評の親子学級のような、目的を持った親子交流の機会等を通して、「ケアプラ

ザで行うべき子育て支援」について検討を重ねたいと考えます。 

障がい児者分野に関しては、区内北部地域ケアプラザとの共催事業を充実させつつ、

事業を通して関係機関や当事者・家族との接点を多くもち、その中から独自の課題・

ニーズ整理を行い、支援事業に発展させていきます。さらに生活支援センターと協力

して精神保健福祉ミニサロンの開催を予定しています。 

 
 

４ ボランティアの育成及びコーディネート  
 

事業に協力して下さるボランティア、および、今までの自主事業や受託事業から立

ち上がった自主（自助）グループを支えて下さっているボランティアの活動を、メン

バー補充のためのＰＲや、相談助言によって支援します。また、それらのボランティ

アの懇談会を実施して、交流を促進し、意見等を把握します。  
さらにボランティア懇談会だけでなく、日々活動をされている方々の意見を定期的

に聞き取り、ボランティア個々の活動へのモチベーションの維持に寄与したいと考え

ております。  
新規の活動希望者の相談に随時対応して適切な活動の場につなぐとともに、テーマ

別での活動をコーディネートする必要性を感じており、その必要性に合わせた自主事

業（ボランティア講座）の実施に向けて検討します。  
 旧くから組織的活動に取り組んでいる日吉地区社協ボランティア部会の定例会に参

加し、情報提供等を通して人材確保・育成活動を支援し、ボランティアサービスニー

ズを把握した場合は迅速につなげてコーディネートを依頼します。  
地域人材をボランティア活動に結びつけるため、入門講座や定期的なボランティア

活動の呼びかけを行います。  
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地域包括支援センター 

 １ 総合相談・支援  

総合相談  
 

地域の身近な相談窓口として、高齢者の生活を支援するための幅広い相談に応じ、

必要な援助を行います。  
 ケアプラザにお越しいただいての相談はもちろんのこと、適宜、訪問相談にも応じ

ます。  
 自主事業開催時や、広報等を通じて、気軽に相談できることを定期的に発信してい

きます。  
 

 
 

地域包括支援ネットワークの構築  
 

区や自治会町内会・民生委員と、定期的な情報交換を実施し、「顔の見える関係」を

構築しています。地域の高齢者の実態の大勢を把握します。  
 昨年度の「ひとり暮らし高齢者地域で見守り推進事業」実施にあたり、ネットワー

クが深まったと認識しており、今年度も深化させていきます。  
 

 
 

実態把握  
 
 「ひとり暮らし高齢者地域で見守り推進事業」実施に伴い、これまで包括支援セン

ターが把握していない方を把握する機会となりました。継続的フォローが必要な方を

明らかにし、関わりが困難なケースに際して行政及び関係機関と協働して見守りをし

ていきます。  
 また、相談内容の傾向を分析し、地域啓発の根拠としていきます。  
 

 

 ２ 権利擁護  

権利擁護  
 

成年後見制度および日常生活自立支援事業の普及・啓発を、自主事業や広報等にて

定期的に発信していきます。  
 また、ケアマネジャーを中心に、成年後見制度について介護保険事業者から相談が

きた際には、同行訪問等で状況を把握、必要に応じて区と協働して、区長申立てに結

びつけていきます。  
 スムーズな後見申立て手続を実行するために、引き続き、区主催の成年後見サポー

トネットに参加し、他専門職と顔の見える関係を構築していきます。市民後見の動き

について注視し、啓発の時期をうかがいます。  
 悪徳商法等についても、地域との会合の場で、最近の被害情報を共有したり、必要

に応じて消費生活総合センターへの相談を働きかけたりします。  
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高齢者虐待  
 

高齢者虐待は、既に虐待が発生している状況の場合、程度の差はありますが、やは

り介入が困難と感じます。引き続き、区やケアマネジャー等と連携を図って対応して

いきます。  
平成１８年から実施されている港北区高齢者虐待防止事業について区や他ケアプラ

ザと共に参画し、今年度は関係者が虐待通報および相談をしやすくするために携帯版

ガイドラインの完成を目指します。  
 介護者支援の観点から、今年度も「介護者のつどい」を月１回の頻度で開催します  
 

 
認知症  
 

「港北区認知症連絡会」（年３回）に参加し、区・警察・包括の間で徘徊高齢者の発

見・保護のためのシステム「港北かえるネット」の取り組みや、地域での認知症ケア

支援について情報交換を行います。  
単館での取り組みとして、「港北かえるネット」の周知と認知症の理解に「認知症サ

ポーター養成講座」の企画・開催を予定しています（地域住民・福祉保健関係者・近

隣の企業向け）。  
 

 

 ３ 介護予防マネジメント  

二次予防対象者把握  
 
 ケアプラザでの健康講座や介護予防教室への参加者・窓口の相談者等に情報提供を

行い、適宜チェックリストを実施しながら対象者の把握を行います。また、チェック

リスト実施者に対しては、半年～１年ごとの実施の大切さを説明（前回と比較するこ

とで注意点がわかる）し、用紙をケアプラザ内のレターラックに入れておき、手に取

りやすい状況・気軽にチェックができる状況にします。  
地域の定例会へ出席しケアプラザの情報を提供するとともに、日ごろからの情報交

換を密にして対象者を把握していきます。  
また、認定を受けられなかった人や、更新を行わなかった人・今までの旧特定高齢

者・亡くなった旧利用者の遺族（利用者の死去に伴い独居になった等で、ケアマネジ

ャーから見守りを依頼される）などに定期的に連絡を入れるとともに、必要時チェッ

クリストを行い、昨年より機能低下が見られないか、介護予防教室や訪問指導などの

情報提供を行い引き続き把握・支援をします。  
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介護予防ケアマネジメント力  
 

包括の他職種と連携して、該当相談者や家族などに情報を提供し、介護予防の必要

性や生活機能に関する問題を意識できるように、総合的に把握・評価を行い、必要な

相談・助言をしていきます。また、生活上の課題を抱えている対象者に対し、「今後も

地域で生活していく為に、どのようにしたいか」「どのようになれば生活を楽しめる

か」等を一緒に考え、本人の生活に沿った実現可能な目標に向かって、できない事を

補うのではなくて、本人の行動変容に繋がる自己効力感を認識できるかかわりを持て

るように支援していきます。また、目標達成する為の本人の意欲を高めると共に、環

境を整え問題の障害となっている事を解決できるよう、具体的な取り組みをしていき

ます。生活機能の低下の背景や原因を分析、課題を明らかにして悪循環から好循環へ

の転換を目指します。 

ケアプラザのサークル参加者や参加を止めてしまった人・気になる人等の情報交換

を地域交流部門とするとともに、必要に応じて訪問や相談・助言をしながらその人に

あった支援をしていきます。 

介護予防支援の委託ケースにおいては、半年ごとの担当者会議に積極的に参加する

ことや、毎月の給付管理用紙でのコメント欄を確認する事で状況把握に努めます。又、

引き続き介護予防プログラムや自主事業（体操教室等）などの情報をケアマネジャー

等に提供し、気になる家族やサービス未利用者の参加を促し、閉じこもり予防や異常

の発見・見守り体制の構築を図ります。  
 

 

 ４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援  

地域住民、関係機関等との連携推進支援  
 

地域の関係会議（民生委員児童委員協議会・ボランティア部会・地域ケア連絡会な

ど）、イベント（高齢者食事会・お茶のみサロンなど）に包括・地域交流部門の担当者

で連携して参加し、制度・事業の情報提供や地域の課題についての意見交換の場を持

ちます。関係団体（自治会・ボランティア会・サークルなど）の要望に応じて「ミニ

講座」も積極的に行う予定です。  
地域の情報収集・発信の取り組みとして、区内の包括合同で「港北区インフォーマ

ル情報」冊子を更新・発行し、区内の居宅介護支援事業所に配布します（相談窓口で

も活用あり）。  
 

 
医療・介護の連携推進支援  

 
「港北区高齢者支援ネットワーク（参加団体：区役所・医師会・歯科医師会・薬剤

師会・港北事業者連絡会ガンバ港北・港北区訪問看護連絡会・区内包括）」の活動を通

して、介護・医療・行政の現場での課題を話し合い、連携推進に向けた取り組みを行

います。平成２６年度は７・１０・２月に参加団体に向けた研修会を開催予定です。

包括では区内合同での「地域ケアカンファレンス」事業を活用して、これらの研修会

の開催支援を行ないます。  
単館での取り組みとして、ケアプラザ協力医の相談時間を活用し「医療連携支援事

業」を継続します（予約制で地域のケアマネジャーの抱えるケースについて相談・助

言を行う。サービス担当者会議としての活用も可能）。  
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ケアマネジャー支援  
 

ケアマネジャーからの相談はエリアを問わず、随時対応することを継続します。支

援困難事例への対応など、区とも連携しながら、相談受付・同行訪問・カンファレン

ス出席などの協力を行います。制度情報の問い合わせについては市の通知など、文書

で回答できるよう情報収集を行います。  
このほかケアマネジャー向けに「地域ケアカンファレンス」事業を継続し、ケアマ

ネジメント業務に必要な知識・技術の向上や多職種での連携支援を目指した研修を開

催します（区内包括合同で開催）。  
経験年数１年未満のケアマネジャーを対象にした「新任ケアマネ研修」も区内包括

合同で年度内に２回実施予定です。  
 

 
多職種協働による地域包括支援ネットワーク  
 

前述の「港北区高齢者支援ネットワーク（参加団体：区役所・医師会・歯科医師会・

薬剤師会・港北事業者連絡会ガンバ港北・港北区訪問看護連絡会・区内包括）」の活動

を通して、介護・医療・行政の現場での課題を話し合い、連携推進に向けた取り組み

を行います。平成２６年度は７・１０・２月に参加団体に向けた研修会を開催予定で

す（仮テーマとして「認知症の早期診断」「終末期の医療と介護」「重度認知症患者の

摂食障害支援について」を予定）。）  
また、港北事業所連絡会「ガンバ港北」との連携を継続します（区主任ケアマネ連

絡会より担当者を派遣。年度内に合同研修を７月・１１月に開催予定）。  
 

 

介護予防事業 
介護予防事業  
 

昨年度開催したウォーキング教室は再度開催の声が大きかったため、今年度も開催

を予定しています。また、ウォーキングでは足腰の負担が大きい方や、若い年代を対

象に、ノルディック・ウォーキングの体験教室を開催します。  
大きな動きが困難な方を対象に、椅子に座って行える体操教室を開催します。内容

は、ロコモ体操・認知症予防・フットケア・口腔・栄養・介護保険情報などです。  
地域支援指導者の育成の支援としては、民生委員を対象に、介護保険や認知症・介

護予防体操等の情報を提供し、地域で支えあう活動の一手段としてもらいます。  
元気づくりステーションについては、継続していけるよう適宜、相談助言などの後

方支援をしていきます。  
他、健康講座や出張講座等、積極的に介護予防情報の提供をしていきます。  

 
 

その他 
 
 
 
 
 

 



平成26年４月１日～平成27年３月31日

（単位：千円）

居宅介護支援 通所介護 予防通所介護

包括的支援 介護予防事業 介護予防支援

18,606 23,242 2,539

12,100 14,700 72,400 7,200

利用料収入 8,000 800

利用者食事代 6,300 700

認定調査 200

雑収入等

18,606 23,242 2,539 12,100 14,900

11,630 20,103 2,094 7,980 13,600

623 350 600 1,200

1,114 900 277

3,794 1,007

施設使用料相当額

消費税 930 168

介護予防プラン他
事業所支払い分

3,000

指定額 515 882

その他の支出

18,606 23,242 2,539 11,580 14,800

0 0 0 520 100

2,200

3,300

775

3,990

96,825

地域包括支援センター

97,600

 管理費

 事務費

 事業費

59,293

6,629

8,354

15,259

 人件費

地域活動交流

施設名：下田地域ケアプラザ

科目

収
入

 指定管理料等収入

 介護保険収入

平成26年度　地域ケアプラザ収支予算書

支
出

※　指定管理料提案額をベースに作成してください。

 その他

※ 上記以外の事業（認知症対応型通所介護等他の事業)を実施している場合は、事業ごとに列を増やして同じように記載をしてください。

※　介護予防プランを他事業者へ委託する場合の取扱は、介護報酬を一旦全額収入に計上した後、他事業者へ委託料として支払う分を支出に計上してください。

収入合計（Ａ）

収支　（Ａ）－（Ｂ）

支出合計（Ｂ）

 その他
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